老人福祉施設等災害復旧支援事業費補助金に関するＱ＆Ａ
（平成２３年１１月７日現在）
	Ｑ１　本事業の対象となる経費の範囲は。


   →　東日本大震災により被災した老人福祉施設等で、社会福祉施設等災害復旧費
　　 国庫補助金（以下「国庫補助金」という。）の対象から外れる施設の復旧に要
　　 する経費に対して補助を行う。
　　　 補助の対象となる経費については、国庫補助金と同様に、被災施設を原形に
　　 復旧することを原則とし、用地買収、整地、外溝工事、他の事業で補助対象と
　　 なった経費を除くものである。
　　　 なお、国庫補助金と同様に、復旧事業費が８０万円以上の案件を協議の対象
　　 とする。 　
	Ｑ２　建築物の修繕費等（クラックの修復、壁のクロスやタイルの貼り替え、清掃
　　・消毒等）は本事業の対象となるか。


　 →　本事業の対象となる。ただし、原形復旧が原則であり、グレードアップする
　　 費用は補助対象外となる。
	Ｑ３　施設建物が自己所有ではなく賃貸借契約に基づくものであるが、本事業の対
　　象となるか。


　 →　本事業は、東日本大震災からの復旧にあたり、被災した老人福祉施設等の負
　　 担軽減を目的としているものであるため、被災建物が賃貸借契約に基づくもの
     については、本事業の対象外となる。
	Ｑ４　「全壊」ではなく「一部損壊」の場合でも本事業の対象となるか。


　 →　「一部損壊」のために改修により施設を復旧する場合も対象となる。ただし、
     補助対象経費に上限額を設けている。
　 （対象施設種別に係わらず、２１，６６０，０００円を補助対象経費の上限と
　　 する。従って、補助額は最高で５，４１６，０００円となる。）
　　　 なお、「一部損壊」の程度に条件は無い。ただし、復旧事業費が８０万円以
　　 上の案件を協議の対象とする。
	Ｑ５　東日本大震災の発生日以降に発生した余震による被害についても、本事業に
　　いう「被災」に含まれるか。


　 →　本事業の対象に含まれる。
	Ｑ６　東日本大震災の発生日には開所していなかったが、発生日以降に事業を開始
　　することが予め明らかであった施設等は本事業の対象となるか。


　 →　例えば、既に指定の申請を行っていた事業所など、事業を開始することが予
　　 め明らかであった場合には、本事業の対象となる。
	Ｑ７　全壊した施設が新たに土地を取得し施設を整備する場合、土地取得に係る経
　　費については本事業の対象となるか。


 　→　土地取得に係る経費については、本事業の対象外となる。
	Ｑ８　国庫補助金においては１件８０万円未満の案件は協議の対象となっていない
　　が、本事業においても対象とならないのか。


 　→　本事業においても、国庫補助金と同様に復旧事業費が８０万円以上の案件を
　　 協議の対象としており、８０万円未満の案件は協議の対象とならない。
	Ｑ９　介護基盤緊急整備特別対策事業により整備した施設についても、本事業の対
　　象となるか。


 　→　介護基盤緊急整備特別対策事業の対象となる被災施設については、当該事業
　　 の活用が可能である旨の見解が示されたところである。
　　 　なお、要綱別表２に示すとおり、「全壊」の施設が新設により復旧する場合
　　 に限っては、本事業の対象となるが、補助額は介護基盤緊急整備特別対策事業
　　 による支援額を控除した額となる。
　　　 なお、被災前の介護基盤緊急整備特別対策事業による支援額は控除の対象に
     ならない。
	Ｑ１０　介護基盤緊急整備特別対策事業により整備していた施設が完成間近で被災
　　した場合、本事業の対象となるか。


 　→　Ｑ９に同じ。
	Ｑ１１　備品購入費については、本事業の対象となるか。　


 　→　備品購入費については、本事業の対象外となる。
	Ｑ１２　民間事業者が設置した認知症高齢者グループホームや小規模多機能型居宅　　介護事業所は、本事業の対象となるか。


 　→　民間事業者が設置した認知症高齢者グループホームや小規模多機能型居宅　　　 
介護事業所については、国庫補助金の対象外となっていることから、平成２３
　　 年８月１１日付けで介護基盤緊急整備特別対策事業の活用が可能である旨の
　　 見解が示されたところである。
       介護基盤緊急整備特別対策事業においては、新設の場合で１施設あたり
　　 ２，５００万円が交付額の上限となっていることから、「全壊」の施設が新設
　　 により復旧する場合に限っては、本事業の対象となりうる。
　　　 具体例は次を参考に理解いただきたい。
　 例：全壊した認知症高齢者グループホーム（国庫補助金の対象外）が新設により
　　　 施設を復旧する場合
　　　 ２ユニット　復旧に要する経費　１億８，４５０万円のケース
　　　 介護基盤緊急整備特別対策事業における交付金（県→事業者）
　　　　 １施設あたり　２，５００万円（定額）
 　　　本事業における交付金
 　　　　２，１１２．５万円（下記算出式のとおり）
 　　　算出式：１億８，４５０万円×１／４＝４，６１２．５万円
　　　　　　　 ４，６１２．５万円－２，５００万円＝２，１１２．５万円
	Ｑ１３　市町村からの指定管理委託を受けて運営していた老人デイサービスセンタ　　ーについて、市町村からは施設の復旧計画が明らかにされていない。運営法人
　　として独自に復旧し再開したいと考えるが、本事業の対象となるか。


 　→　当該事例については、市町村が国庫補助金を活用し復旧することが基本であ
　　 ると考える。そのため、本事業の対象外となる。

	Ｑ１４　本事業を活用する場合、平成２３年度中の着工が必須となるのか。


 　→　津波被害等により復興計画等の策定を待たなければ着工できない等の事情
　　 もあると思われるが、今回は平成２３年度予算による補助事業のため、平成２
　　 ３年度中に着工するものが本事業の対象となる。
　　　 また原則として平成２３年度にしゅん工することを想定している。
	Ｑ１５　平成２４年度以降に着工する場合、本事業の対象となるか。


 　→　本事業については、平成２５年度までの事業実施を想定している。ただし、
　　 予算の成立が前提となる。
	Ｑ１６　既に着工している、またはしゅん工している案件について、本事業の対象
　　となるか。


 　→　被災事実確認のための資料（的確な被災写真等の記録資料）が整っており、
　　 実地調査等で確認が可能な場合は、本事業の対象となる。
	Ｑ１７　本事業を活用し新設または改修を行う場合に、何か条件等はあるか。


 　→　県の補助金として交付することになるため、関係規則の規定により一定の条
　　 件が付されることになる。
　　　 具体的には、県知事の承認を受けないで、使用目的の変更、譲渡、交換、貸
　　 付、担保に供す、または廃棄を行うことはできない。
　　　 また、本事業により取得した施設等の使用状況について、検査が行われる場
　　 合もあるので留意すること。
	Ｑ１８　本事業により復旧した施設等が、本体の一部または付属施設等の場合、そ
　　の耐用年数より先に本体の老朽化または耐用年数の経過等により取り壊し・建
　　て替え等の必要が生じた場合、県知事の承認を受け処分することは可能か。
　　　また、その場合に本事業による補助金を返還する必要は生じるか。


 　→　補助金交付からの経過年数や取り壊し・建て替えの必要性により判断され
る。返還の必要についても同様。
	Ｑ１９　原形復旧が原則であるが、復旧と同時に定員を変更することは可能か。


 　→　可能。なお、その場合は元の定員と仮定した場合の経費を上限とする。

	Ｑ２０　国庫補助金の事前協議においては複数見積りが条件となっているが、本事
　　業に係る事前協議については複数見積りは条件となるか。


 　→　原則として複数見積りとする。なお既に着工している等の場合においてはこ
　　 の限りではない。

